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別紙４ 

令和４(2022)年度科学研究費助成事業における補助条件等の主な変更点について 

１.「科学研究費助成事業－科研費－特別研究員奨励費（特別研究員）研究者使用ルール（補助条件）」

の主な変更点 

令和３(2021)年度 令和４(2022)年度 

 （略） 

１ 総則 

 （略） 

【研究活動の公正性の確保等】 

1-4  研究活動における不正使用（故意若しく

は重大な過失による研究費の他の用途へ

の使用又は研究費の交付の決定の内容若

しくはこれに附した条件に違反した使

用）、不正受給（偽りその他不正な手段によ

る研究費の受給）若しくは不正行為（発表

された研究成果において示されたデータ、

情報、調査結果等の故意による又は研究者

としてわきまえるべき基本的な注意義務

を著しく怠ったことによるねつ造、改ざん

又は盗用）が行われること、又は関与する

ことがあってはならない。 

２ 直接経費の使用 

 （略） 

３ 補助事業を変更する上で必要な手続（交付

申請書の記載内容の変更に当たっての遵守

事項等） 

 （略） 

 （略） 

１ 総則 

 （略） 

【研究活動の健全性・公正性（研究インテグリテ

ィ）の確保等】 

1-4  研究代表者及び研究分担者は、科研費に

よる研究活動を行うに当たり、自身の研究

活動の透明性を確保し、説明責任を果たす

ために必要な取組を行わなければならな

い。 

また、研究活動における不正使用（故意

若しくは重大な過失による研究費の他の用

途への使用又は研究費の交付の決定の内容

若しくはこれに附した条件に違反した使

用）、不正受給（偽りその他不正な手段によ

る研究費の受給）若しくは不正行為（発表

された研究成果において示されたデータ、

情報、調査結果等の故意による又は研究者

としてわきまえるべき基本的な注意義務を

著しく怠ったことによるねつ造、改ざん又

は盗用）が行われること、又は関与するこ

とがあってはならない。 

２ 直接経費の使用 

 （略） 

３ 補助事業を変更する上で必要な手続（交付

申請書の記載内容の変更に当たっての遵守

事項等） 

 （略） 
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【研究代表者の応募資格の喪失等】 

3-5 研究代表者は、日本学術振興会の特別研

究員という研究代表者としての応募資格を

有しなくなる場合、補助事業を継続できな

くなる場合、公募要領に示す重複制限によ

り補助事業を実施できなくなる場合、又は

補助事業以外で不正使用、不正受給若しく

は不正行為により補助金を交付しないこと

とされた場合には、「3-3」に規定する手続に

より、補助事業を廃止しなければならない。

ただし、日本学術振興会の特別研究員とい

う研究代表者としての応募資格を有しなく

なる研究代表者が、それまで研究に従事し

ていた研究機関において、「令和３(2021)年

度科学研究費助成事業－科研費－公募要領

（特別推進研究、基盤研究（Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ）、

挑戦的研究（開拓・萌芽）、若手研究）」及び

「令和３(2021)年度科学研究費助成事業－

科研費－公募要領（研究活動スタート支

援）」に定める応募資格を有する研究者とな

る場合であって、当該年度の直接経費の使

用を希望する場合は、この限りではない。 

 

 

 

 

 

3-6 日本学術振興会の特別研究員という研究

代表者としての応募資格を有しなくなる研

究代表者が、それまで研究に従事していた

研究機関以外の研究機関において、「令和３

(2021)年度科学研究費助成事業－科研費－

公募要領（特別推進研究、基盤研究（Ｓ・Ａ・

Ｂ・Ｃ）、挑戦的研究（開拓・萌芽）、若手研

究）」及び「令和３(2021)年度科学研究費助

成事業－科研費－公募要領（研究活動スタ

ート支援）」に定める応募資格を有する研究

者となる場合であって、当該年度の直接経

費の使用を希望する場合は、様式Ｃ－１０

－１「研究代表者所属研究機関変更届」によ

り、日本学術振興会に届け出なければなら

ない。     

 

 

 

 

 

   （略） 

 

 

４ 間接経費の譲渡等 

 

 

【研究代表者の応募資格の喪失等】 

3-5 研究代表者は、日本学術振興会の特別研

究員という研究代表者としての応募資格を

有しなくなる場合、補助事業を継続できな

くなる場合、公募要領に示す重複制限によ

り補助事業を実施できなくなる場合、又は

補助事業以外で不正使用、不正受給若しく

は不正行為により補助金を交付しないこと

とされた場合には、「3-3」に規定する手続に

より、補助事業を廃止しなければならない。

ただし、日本学術振興会の特別研究員とい

う研究代表者としての応募資格を有しなく

なる研究代表者が、それまで研究に従事し

ていた研究機関において、「令和４３

(20221)年度科学研究費助成事業－科研費

－公募要領（特別推進研究、基盤研究（Ｓ・

Ａ・Ｂ・Ｃ）、挑戦的研究（開拓・萌芽）、若

手研究）」、「令和４(2022)年度科学研究費助

成事業－科研費－公募要領（基盤研究（Ｂ・

Ｃ）、挑戦的研究（開拓・萌芽）、若手研究）」

及び「令和４３(20221)年度科学研究費助成

事業－科研費－公募要領（研究活動スター

ト支援）」に定める応募資格を有する研究者

となる場合であって、当該年度の直接経費

の使用を希望する場合は、この限りではな

い。 

 

3-6 日本学術振興会の特別研究員という研究

代表者としての応募資格を有しなくなる研

究代表者が、それまで研究に従事していた

研究機関以外の研究機関において、「令和４

３(20221)年度科学研究費助成事業－科研

費－公募要領（特別推進研究、基盤研究（Ｓ・

Ａ・Ｂ・Ｃ）、挑戦的研究（開拓・萌芽）、若

手研究）」、「令和４(2022)年度科学研究費助

成事業－科研費－公募要領（基盤研究（Ｂ・

Ｃ）、挑戦的研究（開拓・萌芽）、若手研究）」

及び「令和４３(20221)年度科学研究費助成

事業－科研費－公募要領（研究活動スター

ト支援）」に定める応募資格を有する研究者

となる場合であって、当該年度の直接経費

の使用を希望する場合は、様式Ｃ－１０－

１「研究代表者所属研究機関変更届」によ

り、日本学術振興会に届け出なければなら

ない。     

 

 

   （略） 

 

 

４ 間接経費の譲渡等 
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   （略） 

 

 

５ 実績の報告 

 

 

   （略） 

 

 

６ 研究成果報告書等の提出 

 

 

   （略） 

 

 

７ 研究成果の発表 

 

 

   （略） 

 

 

 

 

 

 

 

   （略） 

 

 

８ その他 

 

 

   （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （略） 

 

 

   （略） 

 

 

５ 実績の報告 

 

 

   （略） 

 

 

６ 研究成果報告書等の提出 

 

 

   （略） 

 

 

７ 研究成果等の発表・活用 

 

 

   （略） 

 

 

 

【国際活動の知見の提供】   

7-3 研究代表者は、補助事業で取得した国際

活動の知見がある場合には、補助事業の実

施に影響を及ぼさない限りにおいて、所属

する研究機関の求めに応じ、当該知見等の

提供に努めなければならない。 

 

８ その他 

 

 

   （略） 

 

 

【科研費の審査等への協力】   

8-3 研究代表者は、科研費の審査委員選考に

資する独立行政法人日本学術振興会審査委

員候補者データベースの更新依頼があった

場合には積極的に協力しなければならな

い。 

 

 

   （略） 
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２. 「科学研究費助成事業－科研費－特別研究員奨励費（外国人特別研究員）研究者使用ルール（補

助条件）」の主な変更点 

 

令和３(2021)年度 令和４(2022)年度 

 

 

   （略） 

 

 

１ 総則 

 

 

   （略） 

 

 

【研究活動の公正性の確保等】 

1-5  研究活動における不正使用（故意若しく

は重大な過失による研究費の他の用途へ

の使用又は研究費の交付の決定の内容若

しくはこれに附した条件に違反した使

用）、不正受給（偽りその他不正な手段によ

る研究費の受給）若しくは不正行為（発表

された研究成果において示されたデータ、

情報、調査結果等の故意による又は研究者

としてわきまえるべき基本的な注意義務

を著しく怠ったことによるねつ造、改ざん

又は盗用）が行われること、又は関与する

ことがあってはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 直接経費の使用 

 

 

   （略） 

 

 

３ 補助事業を変更する上で必要な手続（交付

申請書の記載内容の変更に当たっての遵守

事項等） 

 

 

   （略） 

 

 

【研究分担者（外国人特別研究員）の応募資格の

喪失等】 

 

 

 

 

   （略） 

 

 

１ 総則 

 

 

   （略） 

 

 

【研究活動の健全性・公正性（研究インテグリテ

ィ）の確保等】 

1-5  研究代表者及び研究分担者は、科研費に

よる研究活動を行うに当たり、自身の研究

活動の透明性を確保し、説明責任を果たす

ために必要な取組を行わなければならな

い。 

また、研究活動における不正使用（故意

若しくは重大な過失による研究費の他の用

途への使用又は研究費の交付の決定の内容

若しくはこれに附した条件に違反した使

用）、不正受給（偽りその他不正な手段によ

る研究費の受給）若しくは不正行為（発表

された研究成果において示されたデータ、

情報、調査結果等の故意による又は研究者

としてわきまえるべき基本的な注意義務を

著しく怠ったことによるねつ造、改ざん又

は盗用）が行われること、又は関与するこ

とがあってはならない。 

 

２ 直接経費の使用 

 

 

   （略） 

 

 

３ 補助事業を変更する上で必要な手続（交付

申請書の記載内容の変更に当たっての遵守

事項等） 

 

 

   （略） 

 

 

【研究分担者（外国人特別研究員）の応募資格の

喪失等】 
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   （略） 

 

 

3-8 日本学術振興会の外国人特別研究員とい

う研究分担者としての応募資格を有しなく

なる研究分担者が、それまで研究に従事し

ていた研究機関において「令和３(2021)年

度科学研究費助成事業－科研費－公募要領

（特別推進研究、基盤研究（Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ）、

挑戦的研究（開拓・萌芽）、若手研究）」及び

「令和３(2021)年度科学研究費助成事業－

科研費－公募要領（研究活動スタート支

援）」に定める応募資格を有する研究者とな

る場合、又は、日本学術振興会育志賞受賞者

のうち、日本学術振興会の外国人特別研究

員として採用されていた者が、その採用を

取消し、特別研究員として採用された場合

であって、それまで研究に従事していた研

究機関において当該研究分担者が当該年度

の補助金の使用を希望する場合には、研究

代表者は、様式Ｃ－９「補助事業者変更承認

申請書」により申請を行い、日本学術振興会

の承認を得なければならない。 

 

 

 

 

3-9 日本学術振興会の外国人特別研究員とい

う研究分担者としての応募資格を有しなく

なる研究分担者が、それまで研究に従事し

ていた研究機関以外の研究機関において

「令和３(2021)年度科学研究費助成事業－

科研費－公募要領（特別推進研究、基盤研究

（Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ）、挑戦的研究（開拓・萌

芽）、若手研究）」及び「令和３(2021)年度科

学研究費助成事業－科研費－公募要領（研

究活動スタート支援）」に定める応募資格を

有する研究者となる場合、又は、日本学術振

興会育志賞受賞者のうち、日本学術振興会

の外国人特別研究員として採用されていた

者が、その採用を取消し、特別研究員として

採用された場合であって、それまで研究に

従事していた研究機関以外の研究機関にお

いて当該研究分担者が当該年度の補助金の

使用を希望する場合には、研究代表者は、様

式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」によ

り申請を行い、日本学術振興会の承認を得

なければならない。また、新たな研究代表者

は、様式Ｃ－１０－２「研究代表者交替に伴

う所属研究機関変更届」により、日本学術振

興会に届け出なければならない。    

 

 

   （略） 

 

 

3-8 日本学術振興会の外国人特別研究員とい

う研究分担者としての応募資格を有しなく

なる研究分担者が、それまで研究に従事し

ていた研究機関において「令和４３(20221)

年度科学研究費助成事業－科研費－公募要

領（特別推進研究、基盤研究（Ｓ・Ａ・Ｂ・

Ｃ）、挑戦的研究（開拓・萌芽）、若手研究）」、

「令和４(2022)年度科学研究費助成事業－

科研費－公募要領（基盤研究（Ｂ・Ｃ）、挑

戦的研究（開拓・萌芽）、若手研究）」及び「令

和４３(20221)年度科学研究費助成事業－

科研費－公募要領（研究活動スタート支

援）」に定める応募資格を有する研究者とな

る場合、又は、日本学術振興会育志賞受賞者

のうち、日本学術振興会の外国人特別研究

員として採用されていた者が、その採用を

取消し、特別研究員として採用された場合

であって、それまで研究に従事していた研

究機関において当該研究分担者が当該年度

の補助金の使用を希望する場合には、研究

代表者は、様式Ｃ－９「補助事業者変更承認

申請書」により申請を行い、日本学術振興会

の承認を得なければならない。 

 

3-9 日本学術振興会の外国人特別研究員とい

う研究分担者としての応募資格を有しなく

なる研究分担者が、それまで研究に従事し

ていた研究機関以外の研究機関において

「令和４３(20221)年度科学研究費助成事

業－科研費－公募要領（特別推進研究、基盤

研究（Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ）、挑戦的研究（開拓・

萌芽）、若手研究）」、「令和４(2022)年度科学

研究費助成事業－科研費－公募要領（基盤

研究（Ｂ・Ｃ）、挑戦的研究（開拓・萌芽）、

若手研究）」及び「令和４３(20221)年度科学

研究費助成事業－科研費－公募要領（研究

活動スタート支援）」に定める応募資格を有

する研究者となる場合、又は、日本学術振興

会育志賞受賞者のうち、日本学術振興会の

外国人特別研究員として採用されていた者

が、その採用を取消し、特別研究員として採

用された場合であって、それまで研究に従

事していた研究機関以外の研究機関におい

て当該研究分担者が当該年度の補助金の使

用を希望する場合には、研究代表者は、様式

Ｃ－９「補助事業者変更承認申請書」により

申請を行い、日本学術振興会の承認を得な

ければならない。また、新たな研究代表者

は、様式Ｃ－１０－２「研究代表者交替に伴

う所属研究機関変更届」により、日本学術振
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   （略） 

 

 

４ 実績の報告 

 

 

   （略） 

 

 

５ 研究成果報告書等の提出 

 

 

   （略） 

 

 

６ 研究成果の発表 

 

 

   （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （略） 

 

 

興会に届け出なければならない。    

 

 

   （略） 

 

 

４ 実績の報告 

 

 

   （略） 

 

 

５ 研究成果報告書等の提出 

 

 

   （略） 

 

 

６ 研究成果等の発表・活用 

 

 

   （略） 

 

 

 

【国際活動の知見の提供】   

6-3 研究代表者及び研究分担者は、補助事業

で取得した国際活動の知見がある場合に

は、補助事業の実施に影響を及ぼさない限

りにおいて、所属する研究機関の求めに応

じ、当該知見等の提供に努めなければなら

ない。 

 

 

７ その他 

 

 

   （略） 

 

 

【科研費の審査等への協力】   

7-3 研究代表者及び研究分担者は、科研費の

審査委員選考に資する独立行政法人日本学

術振興会審査委員候補者データベースの更

新依頼があった場合には積極的に協力しな

ければならない。 

 

 

   （略） 
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２.「科学研究費助成事業－科研費－科学研究費補助金の使用について各研究機関が行うべき事務等」

の主な変更点    

 

令和３(2021)年度 令和４(2022)年度 

 

 

   （略） 

 

 

１ 申請資格の確認 

 

1-1 交付申請書又は支払請求書（以下「交付申

請書等」という。）に記載された研究代表者

（「研究成果公開促進費（学術図書）」及び

「研究成果公開促進費（データベース）」に

あっては「代表者」と読み替えるものとす

る。以下同じ。）及び研究分担者が、交付申

請又は支払請求の時点において、以下の公

募要領等に定める応募資格を有する者であ

ることを確認すること。 

① 特別推進研究、基盤研究、挑戦的研究、

若手研究 

令和３(2021)年度科学研究費助成事業

－科研費－公募要領（特別推進研究、基

盤研究（Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ）、挑戦的研究

（開拓・萌芽）、若手研究） 

② 新学術領域研究（研究領域提案型）、特

別研究促進費 

令和３(2021)年度科学研究費助成事業

－科研費－公募要領（新学術領域研究・

特別研究促進費） 

③ 学術変革領域研究（Ａ・Ｂ） 

令和３(2021)年度科学研究費助成事業

－科研費－公募要領（学術変革領域研

究（Ａ・Ｂ）） 

令和３(2021)年度科学研究費助成事業

－科研費－公募要領（学術変革領域研

究（Ａ）（公募研究）） 

④ 特別研究員奨励費 

令和３(2021)年度科学研究費助成事業

－科研費－募集要領（特別研究費奨励

費）【特別研究員】又は令和３(2021)年

度科学研究費助成事業－科研費－募集

要領（特別研究員奨励費）【外国人特別

研究員】 

⑤ 研究成果公開促進費（学術図書）、研究

成果公開促進費（データベース） 

令和３(2021)年度科学研究費助成事業

－科研費－公募要領（科学研究費補助

金）（研究成果公開促進費） 

 

 

 

 

 

   （略） 

 

 

１ 申請資格の確認 

 

1-1 交付申請書又は支払請求書（以下「交付申

請書等」という。）に記載された研究代表者

（「研究成果公開促進費（学術図書）」及び

「研究成果公開促進費（データベース）」に

あっては「代表者」と読み替えるものとす

る。以下同じ。）及び研究分担者が、交付申

請又は支払請求の時点において、以下の公

募要領等に定める応募資格を有する者であ

ることを確認すること。 

① 特別推進研究、基盤研究（Ｓ・Ａ）、挑

戦的研究、若手研究 

令和４３(20221)年度科学研究費助成

事業－科研費－公募要領（特別推進研

究、基盤研究（Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ）、挑戦

的研究（開拓・萌芽）、若手研究） 

② 基盤研究（Ｂ）、若手研究 

令和４(2022)年度科学研究費助成事業

－科研費－公募要領（基盤研究（Ｂ・

Ｃ）、挑戦的研究（開拓・萌芽）、若手

研究） 

③② 学術変革領域研究（Ａ・Ｂ）、新学術

領域研究（研究領域提案型）、特別研究

促進費 

令和４３(20221)年度科学研究費助成

事業－科研費－公募要領（学術変革領

域研究（Ａ・Ｂ）、新学術領域研究・特

別研究促進費） 

令和４(2022)年度科学研究費助成事業

－科研費－公募要領（学術変革領域研

究（Ａ）（公募研究）） 

③ 学術変革領域研究（Ａ・Ｂ） 

令和３(2021)年度科学研究費助成事業

－科研費－公募要領（学術変革領域研

究（Ａ・Ｂ）） 

令和３(2021)年度科学研究費助成事業

－科研費－公募要領（学術変革領域研

究（Ａ）（公募研究）） 

④ 特別研究員奨励費 

令和４３(20221)年度科学研究費助成

事業－科研費－募集要領（特別研究費

奨励費）【特別研究員】又は令和４３

(20221)年度科学研究費助成事業－科
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1-2  交付申請書等に記載された研究代表者及

び研究分担者が、科学研究費補助金（以下

「補助金」という。）の交付を受ける年度に

おいて、補助事業を遂行できる者であるこ

とを確認すること。 

 

1-3  交付申請書等に記載された研究代表者及

び研究分担者が、補助金や学術研究助成基

金助成金、それ以外の競争的研究費等で、不

正使用（故意若しくは重大な過失による研

究費の他の用途への使用又は研究費の交付

の決定の内容若しくはこれに附した条件に

違反した使用）、不正受給（偽りその他不正

な手段による研究費の受給）又は不正行為

（発表された研究成果において示されたデ

ータ、情報、調査結果等の故意による又は研

究者としてわきまえるべき基本的な注意義

務を著しく怠ったことによるねつ造、改ざ

ん又は盗用）を行ったとして、補助金の交付

を受ける年度において、日本学術振興会か

ら補助金を交付しないこととされた者でな

いことを確認すること。 

 

 

２ 研究代表者及び研究分担者との関係に関す

る定め 

 

 

   （略） 

 

 

３ 研究機関が行う事務の内容 

 

 

   （略） 

 

 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究

領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤

研究」、「若手研究」及び「特別研究員奨励費」

に係る次の手続を行うこと。 

 

 

   （略） 

研費－募集要領（特別研究員奨励費）

【外国人特別研究員】 

⑤ 研究成果公開促進費（学術図書）、研究

成果公開促進費（データベース） 

令和４３(20221)年度科学研究費助成

事業－科研費－公募要領（科学研究費

補助金）（研究成果公開促進費） 

 

1-2  交付申請書等に記載された研究代表者及

び研究分担者が、科学研究費補助金（以下

「補助金」という。）の交付を受ける年度に

おいて、補助事業を遂行できる者であるこ

とを確認すること。 

 

1-3  交付申請書等に記載された研究代表者及

び研究分担者が、補助金や学術研究助成基

金助成金、それ以外の競争的研究費等で、不

正使用（故意若しくは重大な過失による研

究費の他の用途への使用又は研究費の交付

の決定の内容若しくはこれに附した条件に

違反した使用）、不正受給（偽りその他不正

な手段による研究費の受給）又は不正行為

（発表された研究成果において示されたデ

ータ、情報、調査結果等の故意による又は研

究者としてわきまえるべき基本的な注意義

務を著しく怠ったことによるねつ造、改ざ

ん又は盗用）を行ったとして、補助金の交付

を受ける年度において、日本学術振興会か

ら補助金を交付しないこととされた者でな

いことを確認すること。 

 

 

２ 研究代表者及び研究分担者との関係に関す

る定め 

 

 

   （略） 

 

 

３ 研究機関が行う事務の内容 

 

 

   （略） 

 

 

【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 

3-19 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究

領域提案型）」、「学術変革領域研究」、「基盤

研究」、「若手研究」及び「特別研究員奨励費」

に係る次の手続を行うこと。 

 

 

   （略） 
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⑦研究代表者の応募資格の喪失等 

研究代表者が、応募資格を有しなくなる場

合、補助事業を継続できなくなる場合、公募

要領に示す重複制限により補助事業を実施

できなくなる場合、又は補助事業以外で不正

使用、不正受給若しくは不正行為により補助

金を交付しないこととされた場合には、「3-

19⑤」に規定する手続により、補助事業を廃

止するための手続を行うこと。ただし、海外

における研究滞在等により補助事業を中断

する場合には、「3-19⑮」に規定する手続を行

うこと。また、日本学術振興会の特別研究員

として採用されることで応募資格を有しな

くなる研究代表者が、「3-19②」に規定する手

続を経て、補助金の全部又は一部を翌年度に

使用することができる場合には、当該年度の

補助事業を廃止する必要はない。 

 

 

   （略） 

 

 

⑨研究分担者の応募資格の喪失等 

研究分担者が応募資格を有しなくなる場

合、公募要領に示す重複制限により研究分担

者を削除しなければならない場合、又は研究

分担者が補助事業以外で不正使用、不正受給

若しくは不正行為により補助金を交付しな

いこととされた場合には、研究代表者が作成

する様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請

書」により申請を行い、日本学術振興会の承

認を得ること。ただし、研究代表者が「3-19

②」に定める必要な手続を経て、補助金の全

部又は一部を翌年度に使用することができ

る場合には、研究分担者が日本学術振興会の

特別研究員として採用されることで応募資

格を有しなくなる場合であっても、申請を行

う必要はない。 

 

 

   （略） 

 

 

3-20 「研究成果公開促進費（学術図書）」に係

る次の手続を行うこと。 

①翌年度にわたる直接経費の使用 

当該年度の補助事業が、交付決定時には予

想し得なかった繰越要件に合致するやむを

得ない事由に基づき、予定の期間内に完了し

ない見込みとなった場合であって、代表者

が、補助事業の期間を延長するとともに、補

 

 

⑦研究代表者の応募資格の喪失等 

研究代表者が、応募資格を有しなくなる場

合、補助事業を継続できなくなる場合、公募

要領に示す重複制限により補助事業を実施

できなくなる場合、又は補助事業以外で不正

使用、不正受給若しくは不正行為により補助

金を交付しないこととされた場合には、「3-

19⑤」に規定する手続により、補助事業を廃

止するための手続を行うこと。ただし、海外

における研究滞在等により補助事業を中断

する場合には、「3-19⑮」に規定する手続を行

うこと。また、日本学術振興会の特別研究員

として採用されることで応募資格を有しな

くなる研究代表者が、「3-19②」に規定する手

続を経て、補助金の全部又は一部を翌年度に

使用することができる場合には、当該年度の

補助事業を廃止する必要はない。 

 

 

   （略） 

 

 

⑨研究分担者の応募資格の喪失等 

研究分担者が応募資格を有しなくなる場

合、公募要領に示す重複制限により研究分担

者を削除しなければならない場合、又は研究

分担者が補助事業以外で不正使用、不正受給

若しくは不正行為により補助金を交付しな

いこととされた場合には、研究代表者が作成

する様式Ｃ－９「補助事業者変更承認申請

書」により申請を行い、日本学術振興会の承

認を得ること。ただし、研究代表者が「3-19

②」に定める必要な手続を経て、補助金の全

部又は一部を翌年度に使用することができ

る場合には、研究分担者が日本学術振興会の

特別研究員として採用されることで応募資

格を有しなくなる場合であっても、申請を行

う必要はない。 

 

 

   （略） 

 

 

3-20 「研究成果公開促進費（学術図書）」に係

る次の手続を行うこと。 

① 翌年度にわたる直接経費の使用 

当該年度の補助事業が、交付決定時には予

想し得なかった繰越要件に合致するやむを

得ない事由に基づき、予定の期間内に完了し

ない見込みとなった場合であって、代表者

が、補助事業の期間を延長するとともに、補
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助金の全部を翌年度に使用することを希望

する場合に、代表者が作成する様式Ｃ－２６

「繰越を必要とする理由書」を取りまとめ、

様式Ｂ－２別紙１「繰越承認要求一覧」を付

して、令和４(2022)年３月１日までに日本学

術振興会へ申請を行うこと。 

なお、取りまとめに当たり、事前にその内

容等について、様式Ｂ－２別紙２「科学研究

費助成事業に係る繰越要件等事前確認票」に

より繰越要件に合致することを確認すると

ともに、研究機関において５年間保管してお

くこと。 

 

 

   （略） 

 

 

3-21 「研究成果公開促進費（データベース）」

に係る次の手続を行うこと。 

 

①翌年度にわたる直接経費の使用 

当該年度の補助事業が、交付決定時には予

想し得なかった繰越要件に合致するやむを

得ない事由に基づき、予定の期間内に完了し

ない見込みとなった場合であって、代表者

が、補助事業の期間を延長するとともに、補

助金の全部又は一部を翌年度に使用するこ

とを希望する場合に、代表者が作成する様式

Ｃ－２６「繰越を必要とする理由書」を取り

まとめ、様式Ｂ－２別紙１「繰越承認要求一

覧」を付して、令和４(2022)年３月１日まで

に日本学術振興会へ申請を行うこと。 

なお、取りまとめに当たり、事前にその内

容等について、様式Ｂ－２別紙２「科学研究

費助成事業に係る繰越要件等事前確認票」に

より繰越要件に合致することを確認すると

ともに、研究機関において５年間保管してお

くこと。 

 

 

   （略） 

 

 

③補助事業の廃止 

代表者が、補助事業を廃止しようとする場

合に、当該代表者が作成する様式Ｃ－５５－

１「補助事業廃止承認申請書（研究成果公開

促進費）」により申請を行い、日本学術振興

会の承認を得るとともに、未使用の補助金を

返還し、廃止のときまでの補助事業につい

て、廃止の承認を得た後、６１日以内に、当

該代表者が作成する様式Ｃ－５６－３「実績

報告書（研究成果公開促進費「データベー

助金の全部を翌年度に使用することを希望

する場合に、代表者が作成する様式Ｃ－２６

「繰越を必要とする理由書」を取りまとめ、

様式Ｂ－２別紙１「繰越承認要求一覧」を付

して、令和５４(20232)年３月１日までに日

本学術振興会へ申請を行うこと。 

なお、取りまとめに当たり、事前にその内

容等について、様式Ｂ－２別紙２「科学研究

費助成事業に係る繰越要件等事前確認票」に

より繰越要件に合致することを確認すると

ともに、研究機関において補助事業期間終了

後５年間保管しておくこと。 

 

 

   （略） 

 

 

3-21 「研究成果公開促進費（データベース）」

に係る次の手続を行うこと。 

 

①翌年度にわたる直接経費の使用 

当該年度の補助事業が、交付決定時には

予想し得なかった繰越要件に合致するやむ

を得ない事由に基づき、予定の期間内に完了

しない見込みとなった場合であって、代表者

が、補助事業の期間を延長するとともに、補

助金の全部又は一部を翌年度に使用するこ

とを希望する場合に、代表者が作成する様式

Ｃ－２６「繰越を必要とする理由書」を取り

まとめ、様式Ｂ－２別紙１「繰越承認要求一

覧」を付して、令和５４(20232)年３月１日

までに日本学術振興会へ申請を行うこと。 

なお、取りまとめに当たり、事前にその内

容等について、様式Ｂ－２別紙２「科学研究

費助成事業に係る繰越要件等事前確認票」に

より繰越要件に合致することを確認すると

ともに、研究機関において補助事業期間終了

後５年間保管しておくこと。 

 

 

   （略） 

 

 

③補助事業の廃止 

代表者が、補助事業を廃止しようとする場

合に、当該代表者が作成する様式Ｃ－５５－

１「補助事業廃止承認申請書（研究成果公開

促進費）」により申請を行い、日本学術振興

会の承認を得るとともに、未使用の補助金を

返還し、廃止のときまでの補助事業につい

て、廃止の承認を得た後、６１日以内に、当

該代表者が作成する様式Ｃ－５６－３「実績

報告書（研究成果公開促進費「データベー
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ス」）」（様式Ｂ－３「実績報告書（収支決算

報告書）（表紙）」を添える。）及び「作成し

たデータベースから出力した任意の１０レ

コード」を取りまとめ、日本学術振興会に実

績報告を行うこと。 

代表者が一人で行う補助事業において、

当該代表者が欠けた場合には、その旨を様式

Ｃ－５５－２「代表者死亡等報告書（研究成

果公開促進費）」により日本学術振興会に報

告するとともに、未使用の補助金を返還する

こと。 

 

 

 

 

 

   （略） 

 

 

【実績報告等に係る手続】 

 

 

   （略） 

 

 

3-23 「研究成果公開促進費（学術図書）」に係

る次の手続を行うこと。 

①実績報告書の提出 

各補助事業について、その完了の後、６１

日以内又は令和４(2022)年３月１０日のい

ずれか早い日までに、代表者が作成する様式

Ｃ－５６－２「実績報告書（研究成果公開促

進費「学術図書」）」（様式Ｃ－５３－１「費用

計算書（研究成果公開促進費「学術図書」＜

直接出版費＞（紙媒体のみで刊行する場合又

は紙媒体と電子媒体双方で刊行する場

合））」、様式Ｃ－５３－２「費用計算書（研究

成果公開促進費「学術図書」＜直接出版費＞

（電子媒体のみで刊行する場合））、様式Ｃ－

５３－３「費用計算書（研究成果公開促進費

「学術図書」＜翻訳・校閲経費＞）」、様式Ｃ

－６２「出荷先一覧表」、出荷した際の伝票の

写し及び様式Ｂ－３「実績報告書（収支決算

報告書）（表紙）」を添える。）及び「刊行物一

式（翻訳・校閲のみを行う場合は、翻訳・校

閲後の原稿）」を取りまとめ、日本学術振興会

に実績報告を行うこと。ただし、補助事業の

期間が延長された場合には、補助事業の完了

の後、６１日以内又は令和５(2023)年３月１

０日のいずれか早い日までに、上記の手続を

行うこと。 

また、補助事業の完了の後に行う実績の報

告に伴い、日本学術振興会から関係書類の提

ス」）」（様式Ｂ－３「実績報告書（収支決算

報告書）（表紙）」を添える。）及び「作成し

たデータベースから出力した任意の１０レ

コード」を取りまとめ、日本学術振興会に実

績報告を行うこと。 

代表者が一人で行う補助事業において、

当該代表者が欠けた場合には、その旨を様式

Ｃ－５５－２「代表者死亡等報告書（研究成

果公開促進費）」により日本学術振興会に報

告するとともに、必要な事務を行った上で、

未使用の補助金を返還し、様式Ｃ－５６－３

「実績報告書（研究成果公開促進費「データ

ベース」）」により日本学術振興会に実績報告

を行うすること。 

 

 

   （略） 

 

 

【実績報告等に係る手続】 

 

 

   （略） 

 

 

3-23 「研究成果公開促進費（学術図書）」に係

る次の手続を行うこと。 

① 実績報告書の提出 

各補助事業について、その完了の後、６１

日以内又は令和５４(20232)年３月１０日の

いずれか早い日までに、代表者が作成する、

様式Ｃ－５６－２「実績報告書（研究成果公

開促進費「学術図書」）」（様式Ｃ－５３－１

「費用計算書（研究成果公開促進費「学術図

書」＜直接出版費＞（紙媒体のみで刊行する

場合又は紙媒体と電子媒体双方で刊行する

場合））」、様式Ｃ－５３－２「費用計算書（研

究成果公開促進費「学術図書」＜直接出版費

＞（電子媒体のみで刊行する場合））」、様式Ｃ

－５３－３「費用計算書（研究成果公開促進

費「学術図書」＜翻訳・校閲経費＞）」、様式

Ｃ－６２「出荷先一覧表」、出荷した際の伝票

の写し及び様式Ｂ－３「実績報告書（収支決

算報告書）（表紙）」を添える。）及び「刊行物

一式（翻訳・校閲のみを行う場合は、翻訳・

校閲後の原稿）」を取りまとめ、日本学術振興

会に実績報告を行うこと。ただし、補助事業

の期間が延長された場合には、補助事業の完

了の後、６１日以内又は令和６５(20243)年

３月１０日のいずれか早い日までに、上記の

手続を行うこと。 

また、補助事業の完了の後に行う実績の報

告に伴い、日本学術振興会から関係書類の提
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出を求められた場合は、遅滞なく関係書類を

提出しなければならないこととされている

ので、その場合には、関係書類を取りまとめ、

日本学術振興会に提出すること。 

 

②翌年度にわたる直接経費の使用を行う場

合の実績報告書の提出 

補助事業の期間が延長されるとともに、翌

年度にわたる補助金の使用が行われる場合

には、代表者が補助事業を開始した年度の終

了時において作成する、様式Ｃ－６０－７

「実績報告書（２）（学術図書）」により日本

学術振興会に実績報告を行うとともに、令和

５(2023)年３月１０日まで（補助事業を廃止

した場合には、当該廃止の承認を得た後６１

日以内）に、代表者が作成する様式Ｃ－５６

－２「実績報告書（研究成果公開促進費「学

術図書」）」（様式Ｃ－５３－１「費用計算書

（研究成果公開促進費「学術図書」＜直接出

版費＞（紙媒体のみで刊行する場合又は紙媒

体と電子媒体双方で刊行する場合））」、様式

Ｃ－５３－２「費用計算書（研究成果公開促

進費「学術図書」＜直接出版費＞（電子媒体

のみで刊行する場合））、様式Ｃ－５３－３

「費用計算書（研究成果公開促進費「学術図

書」＜翻訳・校閲経費＞）」、様式Ｃ－６２「出

荷先一覧表」、出荷した際の伝票の写し及び

様式Ｂ－３「実績報告書（収支決算報告書）

（表紙）」を添える。）及び「刊行物一式（翻

訳・校閲のみを行う場合は、翻訳・校閲後の

原稿）」を取りまとめ、日本学術振興会に実績

報告を行うこと。 

 

3-24 「研究成果公開促進費（データベース）」

に係る次の手続を行うこと。 

①実績報告書の提出 

各補助事業について、令和４(2022)年５月

３１日まで（補助事業を廃止した場合には、

当該廃止の承認を得た後６１日以内）に、代

表者が作成する様式Ｃ－５６－３「実績報告

書（研究成果公開促進費「データベース」）」

（様式Ｂ－３「実績報告書（収支決算報告書）

（表紙）」を添える。）及び「作成したデータ

ベースから出力した任意の１０レコード」を

取りまとめ、日本学術振興会に実績報告を行

うこと。 

また、補助事業の完了又は廃止の後に行う

実績の報告に伴い、日本学術振興会から関係

書類の提出を求められた場合は、遅滞なく関

係書類を提出しなければならないこととさ

れているので、その場合には、関係書類を取

りまとめ、日本学術振興会に提出すること。 

 

出を求められた場合は、遅滞なく関係書類を

提出しなければならないこととされている

ので、その場合には、関係書類を取りまとめ、

日本学術振興会に提出すること。 

 

②翌年度にわたる直接経費の使用を行う場

合の実績報告書の提出 

補助事業の期間が延長されるとともに、翌

年度にわたる補助金の使用が行われる場合

には、代表者が補助事業を開始した年度の終

了時において作成する、様式Ｃ－６０－７

「実績報告書（２）（学術図書）」により日本

学術振興会に実績報告を行うとともに、令和

６５(20243)年３月１０日まで（補助事業を

廃止した場合には、当該廃止の承認を得た後

６１日以内）に、代表者が作成する様式Ｃ－

５６－２「実績報告書（研究成果公開促進費

「学術図書」）」（様式Ｃ－５３－１「費用計算

書（研究成果公開促進費「学術図書」＜直接

出版費＞（紙媒体のみで刊行する場合又は紙

媒体と電子媒体双方で刊行する場合））」、様

式Ｃ－５３－２「費用計算書（研究成果公開

促進費「学術図書」＜直接出版費＞（電子媒

体のみで刊行する場合））」、様式Ｃ－５３－

３「費用計算書（研究成果公開促進費「学術

図書」＜翻訳・校閲経費＞）」、様式Ｃ－６２

「出荷先一覧表」、出荷した際の伝票の写し

及び様式Ｂ－３「実績報告書（収支決算報告

書）（表紙）」を添える。）及び「刊行物一式（翻

訳・校閲のみを行う場合は、翻訳・校閲後の

原稿）」を取りまとめ、日本学術振興会に実績

報告を行うこと。 

 

3-24 「研究成果公開促進費（データベース）」

に係る次の手続を行うこと。 

① 実績報告書の提出 

各補助事業について、令和５４(20232)年

５月３１日まで（補助事業を廃止した場合に

は、当該廃止の承認を得た後６１日以内）に、

代表者が作成する様式Ｃ－５６－３「実績報

告書（研究成果公開促進費「データベース」）」

（様式Ｂ－３「実績報告書（収支決算報告書）

（表紙）」を添える。）及び「作成したデータ

ベースから出力した任意の１０レコード」を

取りまとめ、日本学術振興会に実績報告を行

うこと。 

また、補助事業の完了又は廃止の後に行う

実績の報告に伴い、日本学術振興会から関係

書類の提出を求められた場合は、遅滞なく関

係書類を提出しなければならないこととさ

れているので、その場合には、関係書類を取

りまとめ、日本学術振興会に提出すること。 
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②翌年度にわたる直接経費の使用を行う場

合の実績報告書の提出 

補助事業の期間が延長されるとともに、翌

年度にわたる補助金の使用が行われる場合

には、代表者が補助事業を開始した年度の終

了時において作成する様式Ｃ－６０－８「実

績報告書（２）（研究成果公開促進費「データ

ベース」）」及び「作成したデータベースから

出力した任意の１０レコード」を取りまと

め、日本学術振興会に実績報告を行うととも

に、令和５(2023)年５月３１日まで（補助事

業を廃止した場合には、当該廃止の承認を得

た後６１日以内）に、各代表者が作成する様

式Ｃ－５６－３「実績報告書（研究成果公開

促進費「データベース」）」（様式Ｂ－３「実績

報告書（収支決算報告書）（表紙）」を添える。）

及び「作成したデータベースから出力した任

意の１０レコード」を取りまとめ、日本学術

振興会に実績報告を行うこと。 

 

 

   （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （略） 

 

 

４ 適正な使用の確保 

 

 

   （略） 

 

 

５ 研究活動における不正行為への対応 

 

 

   （略） 

 

 

６ コンプライアンス教育及び研究倫理教育の

実施等 

 

   「研究機関における公的研究費の管理・監

査のガイドライン」に基づき、科研費による

②翌年度にわたる直接経費の使用を行う場

合の実績報告書の提出 

補助事業の期間が延長されるとともに、翌

年度にわたる補助金の使用が行われる場合

には、代表者が補助事業を開始した年度の終

了時において作成する様式Ｃ－６０－８「実

績報告書（２）（研究成果公開促進費「データ

ベース」）」及び「作成したデータベースから

出力した任意の１０レコード」を取りまと

め、日本学術振興会に実績報告を行うととも

に、令和６５(20243)年５月３１日まで（補助

事業を廃止した場合には、当該廃止の承認を

得た後６１日以内）に、各代表者が作成する

様式Ｃ－５６－３「実績報告書（研究成果公

開促進費「データベース」）」（様式Ｂ－３「実

績報告書（収支決算報告書）（表紙）」を添え

る。）及び「作成したデータベースから出力し

た任意の１０レコード」を取りまとめ、日本

学術振興会に実績報告を行うこと。 

 

 

   （略） 

 

 

【国際活動の知見の活用】 

3-27 補助事業の実施に影響を及ぼさない限り

において、所属する研究代表者及び研究分

担者に対し当該研究機関の国際的な活動へ

の参画を促すなど、当該補助事業で取得し

た国際活動の知見等について積極的な活用

に努めること。 

 

 

   （略） 

 

 

４ 適正な使用の確保 

 

 

   （略） 

 

 

５ 研究活動における不正行為への対応 

 

 

   （略） 

 

 

６ コンプライアンス教育及び研究倫理教育の

実施等 

 

【コンプライアンス教育及び研究倫理教育の実

施】 
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研究活動に関わる全ての構成員（研究者、事

務職員、技術職員及びその他関連する者）に

対して、定期的にコンプライアンス教育を実

施し、受講状況等を把握すること。合わせて、

定期的に啓発活動を実施し、補助金の不正な

使用の防止に向けた意識の向上等を図るこ

と。 

また、「研究活動における不正行為への対

応等に関するガイドライン」に基づいて、科

研費による研究活動に関わる研究者を対象

に研究倫理教育を実施すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ その他 

 

 

   （略） 

 

 

【人権保護及び法令等の遵守に係る事務】 

7-2 研究代表者又は研究分担者が、補助事業の

遂行に当たり、以下のような関係する法令等

を遵守しなければ行うことができない研究

を実施する場合には、関係する法令等に基づ

く文部科学省等関係府省庁等への届出等に

関する事務を行うこと。 

  ・社会的コンセンサス（関係者の同意・協力）

を得る必要がある場合 

・個人情報の取扱いに配慮する必要がある

場合（個人情報の守秘、人権の保護等） 

  ・生命倫理・安全対策に取り組む必要がある

場合（ヒトゲノム・遺伝子解析研究、特定

胚の取扱いを含む研究、遺伝子組換え実験

を含む研究を実施する場合等） 

  ・外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律

第２２８号）に基づき規制されている技術

の非居住者若しくは外国への提供（記録媒

体等での持ち出し、電子メールでの送信も

含む。）又は貨物の輸出をしようとする場

合                等  

 

 

6-1 「研究機関における公的研究費の管理・監

査のガイドライン」に基づき、科研費による

研究活動に関わる全ての構成員（研究者、事

務職員、技術職員及びその他関連する者）に

対して、定期的にコンプライアンス教育を実

施し、受講状況等を把握すること。合わせて、

定期的に啓発活動を実施し、補助金の不正な

使用の防止に向けた意識の向上等を図るこ

と。 

また、「研究活動における不正行為への対

応等に関するガイドライン」に基づいて、科

研費による研究活動に関わる研究者を対象

に研究倫理教育を実施すること。 

 

【研究活動の健全性・公正性（研究インテグリ

ティ）の確保】 

6-2 「研究活動の国際化、オープン化に伴う新

たなリスクに対する研究インテグリティの 

確保に係る対応方針について」等に基づき、

科研費による研究活動の透明性を確保し、説

明責任を果たすために必要な取組を行うこ

と。 

 

 

７ その他 

 

 

   （略） 

 

 

【人権保護及び法令等の遵守に係る事務】 

7-2 研究代表者又は研究分担者が、補助事業の

遂行に当たり、以下のような関係する法令等

を遵守しなければ行うことができない研究

を実施する場合には、関係する法令等に基づ

く文部科学省等関係府省庁等への届出等に

関する事務を適切に行うために必要な体制

等を整備し、当該事務を行うこと。 

  ・社会的コンセンサス（関係者の同意・協力）

を得る必要がある場合 

・個人情報の取扱いに配慮する必要がある

場合（個人情報の守秘、人権の保護等） 

  ・生命倫理・安全対策に取り組む必要がある

場合（ヒトゲノム・遺伝子解析研究、特定

胚の取扱いを含む研究、遺伝子組換え実験

を含む研究を実施する場合等） 

  ・外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律

第２２８号）に基づき規制されている技術

の非居住者若しくは外国への提供（記録媒

体等での持ち出し、電子メールでの送信も

含む。）又は貨物の輸出をしようとする場

合                等  
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   （略） 

 

 

別添 

 
間接経費の主な使途の例示 

 
 被配分機関において、競争的資金による研究
の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費
（競争的資金の間接経費の執行に係る共通指針
（平成１３年４月２０日 競争的研究費に関す
る関係府省連絡会申し合わせ）「３．間接経費導
入の趣旨」参照）のうち、以下のものを対象とす
る。 
 
（１）管理部門に係る経費 
（ア）管理施設・設備の整備、維持及び運営経

費 
（イ）管理事務の必要経費 

   備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務
費、人件費、通信運搬費、謝金、国内外 

    旅費、会議費、印刷費 
  など 
 
（２）研究部門に係る経費 
（ウ）共通的に使用される物品等に係る経費 

   備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務
費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議
費、印刷費、新聞・雑誌代、光熱水費 

（エ）当該研究の応用等による研究活動の推
進に係る必要経費 

   研究者・研究支援者等の人件費、備品購入
費、消耗品費、機器借料、雑役務費、通信
運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、印刷
費、新聞・雑誌代、光熱水費、論文投稿料
（論文掲載料） 

（オ）特許関連経費 
（カ）研究棟の整備、維持及び運営経費 
（キ）実験動物管理施設の整備、維持及び運営

経費 
（ク）研究者交流施設の整備、維持及び運営経

費 
（ケ）設備の整備、維持及び運営経費 
（コ）ネットワークの整備、維持及び運営経費 
（サ）大型計算機（スパコンを含む）の整備、

維持及び運営経費 
（シ）大型計算機棟の整備、維持及び運営経費 
（ス）図書館の整備、維持及び運営経費 
（セ）ほ場の整備、維持及び運営経費 

  など 

 

【科研費の審査等への協力】 

7-3 日本学術振興会から所属する研究者に独

立行政法人日本学術振興会審査委員候補者

データベースの更新依頼があった場合、必要

な協力等を行うこと。 

 

 

   （略） 

 

 

別添 

 
間接経費の主な使途の例示 

 
 被配分機関において、競争的研究費資金によ
る研究の実施に伴う被配分研究機関の管理等に
必要な経費（競争的研究費資金の間接経費の執
行に係る共通指針（平成１３年４月２０日 競
争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わ
せ）「３．間接経費導入の趣旨」参照）のうち、
以下のものを対象とする。 
 
（１）管理部門に係る経費 
（ア）管理施設・設備の整備、維持及び運営経

費 
（イ）管理事務の必要経費 

   備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務
費、人件費、通信運搬費、謝金、国内外 

    旅費、会議費、印刷費 
  など 
 
（２）研究部門に係る経費 
（ウ）共通的に使用される物品等に係る経費 

   備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務
費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議
費、印刷費、新聞・雑誌代、光熱水費 

（エ）当該研究の応用等による研究活動の推
進に係る必要経費 

   研究者・研究支援者等の人件費、備品購入
費、消耗品費、機器借料、雑役務費、通信
運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、印刷
費、新聞・雑誌代、光熱水費、論文投稿料
（論文掲載料） 

（オ）特許関連経費 
（カ）研究機器・設備（※）棟の整備、維持及

び運営に係る経費 
※ 研究棟、実験動物管理施設、研究者交流施
設、設備、ネットワーク、大型計算機（スパ
コンを含む）、大型計算機棟、図書館、ほ場 

（キ）実験動物管理施設の整備、維持及び運営
経費 

（ク）研究者交流施設の整備、維持及び運営経
費 

（ケ）設備の整備、維持及び運営経費 
（コ）ネットワークの整備、維持及び運営経費 
（サ）大型計算機（スパコンを含む）の整備、

維持及び運営経費 
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（３）その他の関連する事業部門に係る経費 
（ソ）研究成果展開事業に係る経費 

 （タ）広報事業に係る経費 
  など 
 
 
 
 
 
 
※上記以外であっても、競争的資金を獲得した
研究者の研究開発環境の改善や研究機関全体
の機能の向上に活用するために必要となる経
費などで、研究機関の長が必要な経費と判断
した場合、執行することは可能である。なお、
直接経費として充当すべきものは対象外とす
る。 

 
 
    出典：競争的資金の間接経費の執行に係る

共通指針 
         （平成１３年４月２０日  競争的研

究費に関する関係府省連絡会申し合
わせ 
（令和元年７月１８日改正）） 

 

（シ）大型計算機棟の整備、維持及び運営経費 
（ス）図書館の整備、維持及び運営経費 
（セ）ほ場の整備、維持及び運営経費 

  など 
 
（３）その他の関連する事業部門に係る経費 
（キソ）研究成果展開事業に係る経費 

 （クタ）広報事業に係る経費 
  など 
 
 
※上記以外であっても、競争的研究費資金を獲

得した研究者の研究開発環境の改善や研究機
関全体の機能の向上に活用するために必要と
なる経費などで、研究機関の長が必要な経費
と判断した場合、執行することは可能である。
なお、直接経費として充当すべきものは対象
外とする。 

 
 
    出典：競争的研究費資金の間接経費の執行

に係る共通指針 
         （平成１３年４月２０日  競争的研

究費に関する関係府省連絡会申し合
わせ 
（令和３元年１０７月１８日改正）） 

 

 


